
 岡山市開発行為の許可基準等に関する条例施行規則を次のように定める。 

  平成２７年 ２ 月１９日 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市規則第１９号 

   岡山市開発行為の許可基準等に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，岡山市開発行為の許可基準等に関する条例（平成１３年市条例第４

４号。以下「条例」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 （自己用住宅の申請手続） 

第２条 条例第４条第１項第１号に掲げる建築物（以下「自己用住宅」という。）の開発

許可は，当該建築物の個々の敷地を対象に行うものとする。 

２ 前項の場合において，開発許可を申請しようとする者は，次に掲げる書面を併せて提

出しなければならない。 

(1) 条例第４条第１項第１号アの住宅にあっては，現在の居住地を退去し，申請地に自

己用住宅を建築しなければならない合理的な理由を記載した理由書 

(2) 条例第４条第１項第１号イの住宅にあっては，前号の理由書及び当該自己用住宅で

その業を行うことができる旨を証する書面 

 （予定建築物の要件） 

第３条 条例第４条第１項第３号イの規則で定める要件は，次に掲げるものとする。 

(1) 建築物の設置及び運営が国，県及び市の定める基準に適合するものであること。 

(2) 建築物の位置，規模等から見て周辺の市街化を促進するおそれがないと認められる 

ものであること。 

  (3) 国，県及び市の福祉施策，医療施策，文教施策等の観点から支障がないことについ 

て，関係部局と調整がとれたものであること。 

２ 条例第４条第１項第４号の地域の活性化等に寄与するものと認めるものとは，次の各



号のいずれかに該当するものとする。 

  (1) 当該開発行為が行われる周辺地域において相当程度の雇用増が期待できるものであ

ること。 

(2) 地場産業の育成等当該開発行為が行われる周辺地域の発展に寄与するものである

こと。 

 （建築物の敷地等に関する制限） 

第４条 条例第６条の規則で定める建築物の敷地等に関する制限は，別表のとおりとする。 

  （周辺住民への周知） 

第５条 条例第３条第１項第２号から第８号までに掲げる土地の区域（以下「指定区域」

という。）内で，条例第４条第１項第３号及び第４号に掲げる建築物に係る開発許可又

は建築許可を申請しようとする者は，次に掲げる者に対して，次項に定めるところによ

り，開発行為等の事業概要について説明し，周知しなければならない。ただし，建築物

の敷地面積が１ヘクタール未満となる場合は，この限りでない。 

(1) 予定建築物の敷地に隣接する土地の所有者 

(2) 予定建築物の敷地に隣接する土地を使用し，又は管理する権原を有する者 

(3) 予定建築物の敷地の境界線から２００メートルの区域内にその全部又は一部の区域

が含まれる町内会（市内に結成された町内会，自治会等で岡山市町内会名簿に登載さ

れているものをいう。） 

(4) 予定建築物の敷地の境界線から２００メートルの区域内にある事業所及び住宅の居

住者 

(5) その他市長が特に必要と認める者 

２ 前項の規定による周知の方法は，次の各号に掲げる方法のいずれかによるものとする。

(1) 日時及び場所をあらかじめ指定して行う説明会による説明 

  (2) 戸別訪問による説明 

  (3) その他開発行為等の事業概要を周知するための適切な方法による説明 

３ 前２項の場合において，周知が完了したときは，開発許可又は建築許可を申請しよう

とする者は，速やかに，市長に対し周知方法及びその概要を記載した報告書を提出しな

ければならない。 



附 則 

１ この規則は，平成２７年７月１日から施行する。

２ この規則の規定は，この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われ

る都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第３０条第１項の

規定による申請（以下この項において「申請」という。）に係る法第２９条第１項及

び法第３５条の２第１項本文の許可について適用し，施行日前に行われた申請に係る

これらの許可については，なお従前の例による。

３ この規則の規定は，施行日以後に行われる申請に係る法第４２条第１項ただし書及

び法第４３条第１項本文の許可について適用し，施行日前に行われた申請に係るこれ

らの許可については，なお従前の例による。



別表（第４条関係） 

制限を受ける建築

物の用途
建築物の敷地等に関する制限の内容

自己用住宅 
(１) 開発区域の面積は，５００平方メートル以下とすること。 

(２) 建築物の最高高さは，１０メートル以下とすること。 

流通業務施設 

光通信又は電気通信に

係る研究所 

ソフトウェアハウス 

システムハウス 

高度情報処理産業に係

る事業所 

社会福祉事業の施設 

病院 

学校 

小売業を営む店舗 

指定区域内では，予定建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

特定幹線道路との敷地境界線まで，５メートル以上の空間を確保す

ること。 ただし，予定建築物の敷地の形状等からこれによることが

困難と認められる場合，市長は，それを５メートル未満に緩和する

ことができる。 

社会福祉事業の施設 

病院 

学校 

建築物の延べ

床面積（ただ

し，駐車場は除

く。）は，1万

平方メートル以

下とすること。

開発行為に係る計画が，次に掲げる自然保

護，緑地保全，公害防止，災害防止等環境対策

に十分配慮したものであること。ただし，条例

第４条第１項第３号に規定する予定建築物にあ

っては，第３号から第６号までに掲げる事項に

ついてできるだけ配慮したものであること。 

(1) 開発区域及び周辺地域における生物多様性の

保全等自然保護に配慮すること。 

(2) 予定建築物の敷地の境界に沿って樹木等の緑地

帯を設け，緑化率５パーセント以上を確保する

とともに，周辺環境との調和に配慮すること。 

(3) 太陽光発電等再生可能エネルギー利用，雨水の

再利用等を有効活用し，設備の省エネルギー化

に配慮した計画とすること。 

(4) 雨水流出抑制施設等災害防止に配慮した施設を

設置すること。 

(5) 災害時に対応する緊急電源設備，給水確保の

ための設備等を設置するとともに，緊急避難場

所として一般開放するなど災害時に配慮した計

画とすること。 

(6) その他周辺地域の生活環境の改善，環境対策

等に配慮した計画とすること。 

小売業を営む店舗 

(1)開発区域の

面積は，１ヘク

タール以上とす

ること。 

(2)建築物の店

舗面積（売場，

通路，バックヤ

ード等を含み，

駐 車 場 を 除

く。）は，1万

平方メートル以

下とすること。



備考

特定幹線道路とは，条例第３条別図第１の１から別図第７までの図中に示す一般国道２号，一

般国道２号側道，一般国道３０号，一般国道５３号，一般国道５３号側道，一般県道川入巌井線，

主要地方道岡山玉野線，主要地方道岡山牛窓線及び一般県道九蟠東岡山停車場線をいう。 


